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1. はじめに

港湾管理者の膨大な財政赤字は近年に発生した問題でなく，経済成長期以

来現在に至るまで続く構造的な問題である。従来，乙の問題に対し憂慮、の表

明や対策の提示がいくつか行われてきたが未だその問題は解決されていなし、。

それは，提示された政策そのものに問題があるか，それともそのような政策

を実践に移していない結果であるかによる。筆者は，港湾lζおける「規制緩

和」を取り上げた乙とがあるI）。規制緩和政策が実施される乙とになれば，

港湾財政赤字問題はほとんど解決されると考えられる。と乙ろで，規制緩和

政策が実施されても，港湾管理者が「地方公営企業」 （公企業）として残さ

れる乙とになれば，公企業lζ内在する特有の問題点から脱皮する乙とができ

なし仰。そ乙で，規制緩和政策と併せてもう一つの政策の実施が考えられる。

それが港湾事業の 「民営化」政策K他ならないと筆者は考えている。それで

は，港湾事業の 「民営化Jがなぜ港湾管理者の財政赤字問題を根本的に解決

しうる政策になるのであろうか。小論では乙のテーマについて分析する。
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2. 港湾事業の民営化
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わが国では地方公共団体が港湾管理者となっているo 筆者は，行政組織体

である地方公共団体が港湾管理者となっている乙とから次のような問題点が発

生する乙とを指摘した乙とがある3）。つまり，港湾管理者には，組織上のイ

ンセンティブや，個人的インセンティブが作用しないという乙とである。乙

の場合，組織上のインセンティブとは「倒産可能性」と「競争」の存在を意

味する針。また，個人的インセンティブとは給与面と雇用面におけるインセ

ンティブ引を意味する。即ち，行政組織体が港湾管理者となっているので，

産業組織上「競争」が働かす‘，港湾事業を運営した結果，財政赤字が発生し

ても倒産する乙とがない。さらに，給与水準が職員の努力水準と関係なしに

決定されており，雇用条件が硬直的になっているので解雇されるリスクがほ

とんどない。

また，港湾管理者の職員は官僚であるので，乙の点からも非効率性が発生

する。つまり，官僚は港湾サービスの最適な生産lζ向けて努力をしながらも，

自分の所属する部局の予算拡大や職員の増大に向けてより努力する傾向が強

く，その結果として港湾サービスの最適な供給をする乙とができない。

港湾管理者は上記の問題点を抱えており，それらの問題点の帰結は結局，

港湾財政赤字として現れるといえる。したがって，港湾財政赤字問題を解決

するためには，上記の問題点をまず解消しなければならない。上記の問題点

を解消するために必要な政策のーっとして，いわゆる港湾事業の「公企業化」

が考えられる。

しかしながら，港湾事業の公企業化措置が行われたとしても，上記の問題

点がすべて解消できるとは思えない。なぜなら，港湾事業の公企業化が行

われたとしても，公企業には依然、として組織上のインセンティブや個人的イ

ンセンティブが作用しないからである。つまり，港湾事業の公企業化のみで

は，港湾財政赤字問題を抜本的lζ解決しうるとはいえない。したがって，公

企業化よりもさらに進んだ政策が望まれるのである。その政策がいわゆる港

湾事業の「民営化」に他ならないと考えられる。

それでは，港湾事業の「民営化」が，なぜ港湾財政赤字問題を解決する l
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つの政策lζなるのであろうか。それは次の理由によると考えられる。第lIC, 

「民営化」は組織上のインセンティブの導入を意味するからである。港湾事業が

民営化される乙とになれば，倒産可能性と競争が導入される。つまり，港湾

事業が民営化されると，港湾の所有主体が公共セクターから民間セクターへ移

行するので，港湾はもはや行政組織体のものでなくなる。港湾が民間セクタ

ーのものになるので，当然、倒産可能性が実現し，さらに「競争J意識が導入

される乙とになる。その結果，港湾管理主体は港湾を運営するにあたり「経

営」意識をもち，可能な限り最大限の経営努力を払って港湾事業を行う乙と

になる。乙のようになれば，港湾運営lζおいて効率性が高まり，その結果と

して港湾財政赤字という問題は解決される乙とになる。

第2IC, 「民営化」は個人的インセンティブの導入をも意味するからであ

る。港湾事業が民営化される乙とになれば，職員の努力水準と関係なしに決

定されていた給与水準が職員の努力水準とリンクされ，さらに雇用条件も努

力水準とリンクされる乙とになる。それによって，港湾管理主体の職員が当

該業務を遂行するにあたり最大限の努力を発揮しなければならず，その結果

として効率性が高まる。

第3Iζ，港湾事業が民営化される乙とになれば，港湾管理主体の経営者が

直面する制約と機会lζ変化が生じるからである。つまり，公共セクターの場

合に存在していた予算（資本）と利潤（収益性）に関する監督官庁からの規

制がなくなって，経営者は資金を資本市場で調達しなければならず，また，

港湾投資においても「利潤一貫性」を維持しなければならなくなる。という

のは， 「利潤一貫性」が維持されなければ，資本市場で資金を調達する乙と

が困難となるからである。換言すれば，港湾事業が民営化される乙とによっ

て私潤（収益性）規制が厳しくなると，港湾管理主体の職員は，自分の満足

（効用）の最大化という行動原理を捨てざるを得なくなり，公共セクターで

ある場合の安易な港湾運営と業務遂行lζ臨んで・の放漫な態度から脱却しなけ

ればならなくなる。なぜなら，港湾運営の実績が悪くなると，職員の解雇の

可能性が実現するからである。乙のように，民営化は効率的な港湾運営lζ取

り組ませるインセンティブとして作用するのである。
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以上で分析したように，港湾事業が民営化されると，港湾サービスの生産

における能率は大きく改善されると考えられる。また，乙のようにしてもた

らされる「能率改善効果Jは，一方においては社会的厚生（公共性）の増大

を，他方においては利潤（経済性）の増大をもたらす。

さて， 「民営化」の概念については様々な見解があるが，筆者は， 民営化

が公企業の資産を民閉会社lζ売却する乙と及び民間投資家lζ株を売却する乙

とであると理解している6）。したがって，民間諸力の導入も民営化の一つの

形態として考える乙とができる。と乙ろで，乙の場合，港湾事業の「完全民

営化Jと「部分民営化Jのいずれがより望ま しいのであろうか。港湾事業の

「完全民営化」はそれほど望ま しいとは思えない。なぜなら，港湾機能がも

っ「公共性」を考えると，港湾管理主体はやはり公的な組織体であるのが望

ましいと考えられるからである。しかしながら，公的組織体としての港湾管

理主体には，最高の効率，最大の経営努力をしにくい面が構造的に内在して

いる乙とを認識する必要がある。 したがって，港湾機能の「公共性Jを維持

しながら， 「経済性jをも高める範囲内においての「民営化」を実施する乙

とが重要であるといえる。そ乙で，問題は，港湾事業の「民営化」をどの程

度実施するのが望ましし、かという乙とである。

3. 最適民営化水準の決定原理

前章で分析したように 「民営化」は行政組織体としての港湾管理主体の非

効率性を根本的に除去する一つの政策になる。ととろで，問題は，民営化が

港湾管理主体の非効率性を除去する一つの手段になるのは確かであるが，だ

からといって， 「完全民営化Jを実施して港湾機能の「公共性」を無視する

乙ともよくない。つま り， 「民営化が万能薬ではないのである。場合によっ

ては民営化 （民間部門の導入）が公共サービスを適切に提供するための安全，

かっ唯一な解決策で－あるという信念を主張するのが有害な場合もある。しか

しながら， 公企業が民営化される乙とによって，公共サービスが公企業によっ

て提供されるときに比べて，相当効率的lζ提供される可能性があり，民営化

そのものは，乙の公共サービス提供の効率性の向上を可能ならしめる一つの
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有効な手段にはなるJ7）といえる。そ乙で，重要な乙とは港湾管理主体の株

を適切に売却して， 最適な民営化を行い，それによって，非効率的な港湾運

営を除去し，他方では港湾機能の「公共性」をも確保する乙とが可能である

範囲内の民営化であるだろう。乙のように考えると，問題は，港湾事業をど

の程度民営化した方が最も望ましいのであるか，という乙とである。そ乙で

本章では「最適民営化水準Jの決定原理を分析する。

(1) モデルの展開

まず，消費者部門lζ対しては次のような前提をおく。ある消費者 hは，

財（サービス）のベクトノレ Xh= ( Xoh，…， Xnh）を消費する乙とによって

効用を最大化する。乙乙で， Xhは消費者 h(h= 1 ' 2＇・・・， H）が消費する

財（サービス）のベクトノレであり，そ乙lζは当然港湾サービス Xihも含ま

れている。 Xh のうちのある要素が正の値であれば，それは需要を，負の値

であればそれは供給を意味する。とくに， Xoh を労働の供給とする。

個人の効用関数は Uh( Xh）であり，個人の所得の中で労働外所得を

fh とする。また，財（サービス）の価格ベクト Jレを P= ( 1 ,P，，…，Pn) 

とし，労働の価格を lとする。乙のようにおくと，消費者は予算（所得）制

約， P・Xh = fh (h= ( 1，…，H)）のもとで効用関数 Uh( Xh）の最大化を目

標にして行動する乙とになる。

財（サービス）の価格ベクトノレ Pと労働外所得 rが与えられているとき

消費者の間接効用関数は次のようになる。

Vh (P, rh)=Max U11 (Xh), s・t P・Xh= rh, 
Xh 

h= 1, ー・・，H

即ち，消費者は P・X11= rh の制約のもとで U11( Xh）の最大化を行動目標

とする。

労働j外所得 fh は，一括定額所得 fohと，民営化される港湾管理主体

（以下本稿において「民営化企業Jという）の株式を所有する乙とによって

得られる配当金で構成される。港湾管理主体の株は消費者に均等に配分される

と仮定する。 。を港湾管理主体の株式のうち民聞に売却される株式の比率

であるとする。乙のように仮定すると，個人の投資家が所有する株式の数は
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8/H となる。乙乙で， 1株の価格を Sとすれは‘，各個人が 8/H の株

式を購入するために支払う金額は（ 8 /H) -Sとなる。

民営化企業の利潤は Hであり，それが全部配当金として株主に配当され

る乙とになれば，一人の株主に支払われる配当金は（ 8 /H)・IIとなる。 乙

ζで， ( (j /H)・II>( 8 /H）・ S となる。したがって，消費者の労働外所

得 fh は，一括定額所得と株式の所有によって得られる配当金所得で構成

される。それを数式で示すならば，（1）式のようになる。

fh=foh＋十（II-S), CII-S) > 0 ・・・…………（1) 

社会的厚生関数は各個人の厚生関数の合計であるので，それは包絡関数

W=W (Vi. V2，…， Vh）となる。そ乙で， W は次のようになる。

W=W [V{ P，ぃ古・ （日）｝］， θW／θVh> 0 侶）

つまり，各個人の厚生の増大によって社会的厚生は増加する。

(2) 民営化による港湾管理主体の目標転換

次lと，生産部門lζ対しては次のような前提を置く。公企業としては lつの

港湾管理主体しかなく，港湾管理主体以外の全ての企業は私企業である。港

湾管理主体は様々な投入物を投入して港湾サービスを生産する。つまり，港

湾管理主体の netput8＞のベクトノレは Z=CZo・・・，Zn）である。港湾サービ

スは，乙の財のベクトJレの中の正の値で－あり，投入物は負の値である。私企

業の数は Jあって（j=1，ー，J）各私企業の netputのベクトルは Yi=

( Yoi，…，Y nj）である。乙の netput ベクトノレの中の正の値は産出物を，

負の値は投入物をあらわす。

次lζ，港湾管理主体の株の売却による港湾管理主体の目標転換について分

析する。もともと，企業の目標は株主総会で決定される。 「民営化企業Jの

場合，株主総会で （1 -(j）・100%の株式を所有している公共セクターの代

表と， 0・100%の株式を所有している民間セクターの代表がお互いに交渉

して企業の目標を決定する。当該企業の目標は，民間セクターと公共セクタ

ーに株式がどのように配分されているかKよって決定される。すなわち，公
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共セクタ一株主の企業目標と民間セクター株主の企業目標は対立しており，

その対立において力の優位はそれぞれが所有する株式数の大きさによって裏

付けられる。

もし，公共セクタ ー株主が社会的厚生の最大化を主張しでも，その主張は

民間セクター株主による利潤最大化主張によって制約される。その制約は次

のような数式で示す乙とができる。P・＝II( /J ), II e ＝θII／θtJ>O…（3) 

(P・は利潤である）。乙乙で，利潤の大きさ E も株主聞の交渉によって決

まる。例えば，民間セクターが所有する株式の比率が増大すれば，民間セク

タ一株主の交渉力が強くなり，その結果，利潤も増大する。 II/J ＝θIT／θ0 

>o は乙れを意味する。
次P::は，逆のケースを考えてみよう。民間セクター株主が配当率の最大化

を図ろうとしても，それは，公共セクタ一株主による社会的厚生の最大化主

張によって制約される。乙の場合，民間セクタ一株主が直面する制約は次の

ような数式で示す乙とができる。 W＝ゆ（ /J ), θゆ／θ0妻0 ・・ ・(4) 

乙乙で， W は社会的厚生関数であるが，民営化の程度によって社会的厚

生が増加するケースもあるし，減少するケースもあり，また不変のケースも

ある。民営化の程度が高まるにつれて，民間セクター株主の主張，つまり利

潤は一方的に増加するが，社会的厚生が増加するか，減少するか，あるいは

不変のままであるかは明らかではない。その理由はなぜであろうか。乙れは

次のように説明する乙とができる。

民営化によって「能率改善効果」が発生し，それが港湾サービスの生産費

の削減と港湾料金の引き下げをもたらすなら，当該港湾管理主体の収益性

（利潤効果）も増加し，また社会的厚生も増加すると考えられる。と乙ろで

民営化の程度が高まるにつれて，「利潤効果」が能率改善効果を上回る乙とも

ありうると考えられる。乙の場合lとは，民営化による社会的厚生はむしろ減

少することになる。つまり， θゆ／θIJ<O となる。もし，能率改善効果

が利潤効果にちょうど等しく吸収される乙とになれば，民営化による社会的

厚生は不変，つまり θゆ／θ/J= 0 となる。

次lと最適化問題を考える。公共セクター株主の主張する社会的厚生の最適
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化問題（ MaxW, s・t IT(8））は，民間セクタ一株主の主張する利潤最大

化問題（ Maxp・, s・tゆ（8 ) ）と双対問題となる。したがって，乙の二つ

の最適化問題は同じ解を持つので， lつの問題を解けば，結果（解）は同様

になる。乙乙では， IT ( 8 ）という制約条件のもとで， W を最大化する問題

を考える乙とにする。

(3) 民営化と港湾管理主体の効率

民営化企業が購入・生産する財（当然港湾サービスも含まれる）のベクト

ノレを Z=CZ0.Z1，・・＂Zn ）としよう。財（サービス）のベクトノレのうち正の

値は港湾サービス，負の値は投入物を意味する。さらに，民営化企業の生産

可能性を「最低労働関数Jとしてとらえる乙とができる。 「最低労働関数」

は，港湾サービスと，それを生産するのに必要な労働力以外の投入物 Z1.

,Zn が与えられているときに，港湾サービスを生産するのに要する最低必

要労働力を意味する。港湾サービスの生産に要求される最低必要労働力は民

営化の程度によって異なる。つまり， Z。＝Zo CZぃ…，Zn，。）…・ー……（5)
として示す乙とができる。民営化を実施するととlζよって（5）式が等式lζな

れば，生産は技術的に効率的であるといえる。

と乙ろで，民営化の程度によって改善される能率も異なる。 もし， θZ。／

θB>O となれば，民営化の程度を高める乙とによって能率も高まる。な

ぜなら，港湾サービスと労働以外の投入物が固定されているとき，民営化の

程度を高める乙とによって港湾サービスの生産に必要となる労働力の投入が

少なくなるからである（乙乙で， Z。は負の値である）。と乙ろが，反対に，
θZ。／θ0く0 となれば，民営化によって能率はむしろ低下する乙とにな

る。

次に， ーθZo／θZi=Ci ( Z1，ー・，Zn，。）と示す ζとができる。乙乙で

Ciは，港湾サービス（ i > 0）生産の限界労働費用をあらわす「シャドー
プライス」である。乙の Ci も民営化の程度に依存する。

港湾管理主体の民営化問題は，港湾管理主体の株式の売却価格と密接に関

連するので，次lと株式の売却価格について検討する。

港湾管理主体の株式の売却については，無料で売却する乙ともできないし，
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あまりにも高い価格で売却することもできなし、。つまり，最低売却価格と最

高売却価格が与えられるのである（港湾管理主体の監督官庁からの規制によ

る）。株式の最低売却価格を S とする。乙うすれば，株価は S>S とな

る。また，株価の上限は，乙の企業の利潤 II(O)Iζ一致する乙とになる。

したがって，実際の株価 S の水準は次のようになる。

SくSく古ce) ・・…・一一 ………………・・ ・…・・・・・…...(6) 
したがって，株の売却価格には，以下の3つのケースが考えられる。

1 ）高価格 IT(B)=S>S, 2）中間価格 IT(B)>S>S, 

3）低価格： rr c e) >s = s 
(4) 最適民営化水準

目的関数である社会的厚生関数は次のとおりである。

W＝山p，ぃ合・（IT(O)-S)}] 間

(7）式の目的関数に対する制約条件は次のとおりである。

1 ）利潤制約： p・＝口ce）・・・・・ ー－－ 一 …（8) 

2）最低労働関数.z。CZ,,・・・,Zn，。） ・…・・……一一（9)
3）株式の売却価格 II ( e）主主S孟S ・・…・ー・……  ・UOl 

4）市場の状況。

乙乙で，市場の条件を考えてみよう。市場が均衡になるためには，需給が

一致しなければならないので， (1］）式が成立する。

H・ J 
L1XihCP, rh)-Zi- L1YiiCP)=O, h=l，…，H, 

i= 1' ・' J ………… ・…・・ ・ －－ … ・・……－ ・ー・・ー・・（11)

(11）式の第 1項は消費者による需要であり，第2項と第3項の合計は，港湾管

理主体及びJ個の私企業が生産する供給である。（11)式は（12）式のようになる。

H J 
Zi= hきIXihCP, fh)-j~lYij (P) ・(12) 

(12）式をより具体化すると（13）式のようになる。

Zi (P, S, 8) = f Xi h止 roh+ tr.似 8)-S)]
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J 
LI y i j ( p ), i = 1，…， n …………………一…ー……（13)

U3l式の右辺の第 1項は消費者による需要を，第2項は J個ある私企業の供

給をそれぞれあらわし， Zi は港湾管理主体による供給として(13）式によって

定義される。

(13）式を Peで一次微分すれば，価格効果が求められる。

θZ, 

θPe 

θXi hθY  I I 
2:－一二ι －2: 一一＿＿＿.！.＿一 一 ー・・・・ ・…・ …・ー …（14) 
7θPe 「 θPe

次lζ，所得効果を求めると（15）式が導かれる。（15）式は (16）式のように示す乙

とができる。

θ呪． θxi h θz  i －θZ, 
一ーム＝一一一 …ー ・(15). 一一一一 ＝亥 一一一一 ………（16) 
iH hθr  h θr「 θrh 

また， 「民営化企業」の利潤 CP・）は次のように示すこともできる。

p・ = 2: Pi・Zi= 2: P』・ Zi+ Z。
i =a i =I 

2: Pi ・Zi(P, S，。）＋ Z。［Z1(P, S，。），・1

Zn (P, S, fJ ), fJ ] ・・ー …一一一・・・…・・ ー…ー ・・…（17)

乙乙において， （17)式の利潤 p・ が利潤制約 II( fJ ) Iζ一致しなければなら

ない。なぜなら，そのいずれも，本来同じものだからである。以上のととを

まとめると，最適化問題は次のように整理することができる。

Ma,s w [V { P, fo + H. err ( ()) -S) }] 
s '(j 

subject to 

「百 （fJ)=2: Pi ・Zi(P, S，。 ）＋ Z。［Z1CP, S，。 ），•• ., Zn CP, S, fJ ), fJ] 

Le三五 1, s 壬II ( fJ ), S < S 

次lζ，上記の目的関数lと制約条件を加えたラグランジェ関数で示すと，次

のようになる。
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L = W [ V { P, f0 + ( 8 ／日）・ （11(8)-S）｝］一α｛IT(B）ー主 Pi• 

ZiCP,S,8)-Z。［ Z1 (P, S, 8 ), , Zn (P, S, 8 ), 8] } fi ( 1 -8) 

-T ［日 （8 ) SJ -o CS S ) ・・ー(18)

乙乙で， (18）式の L を最大化するために必要な一次条件を簡単にするために

1 HθVh  H n θ又
寺・ ［L Wh・一一一＋ αZ L CPi一Ci）・一一よー］ ＝A……(19)
n h=Iθr  h h= I i二1 θrh 

と置く乙 とにする。乙の場合において， W11は W を Vhで一次微分した

ものである。

乙のようにして (19）式の L の最大化のための必要条件を Kuhn-Tucker

定理によって求めれば次のようになる。

Ls=-A・B+r-o=o （初）

Le= A〔(11-S)+ 8・118J ＋α［θZ0/ o 8 -IT e] 

+fi-r・ITe孟 O ・・・・田・・・・.(21) 

Le・8= 0 

Lα＝II (0) - ~／ i ・ Zi (P, S, 8) -Zo [Z1 ( P, S，。），…，

n 

Zn(P,S, 0), 8］孟0' err-L Pi・Zi-Zo) α＝ 0, 
n 

α話 0' H話 Z Pi ・Zi+ Zo 

Lpニ 1 -0主主 0' fi (1-0)=0, β三五 0' 0 ~五 O 壬 1

LT= 11 S注 0' T [11-SJ=O, T三五 0' s ~五 rr c e ) 

10 = S-S孟0, 0 (S-S)=O, 0 ~玉 0' S<S 

上記の式で， α， fi ' T' 0 はラグランジェ乗数であり， Ls,Le, 

La, Lp. Lr, Lo は（18）式を S, 。， α， fi' T' 0 についてそれぞ

れ偏微分したものである。

以上の乙とから，最適民営化水準を求めてみよう。最適民営化水準は， ア

ロカティ ブ効果と分配効果の合計（ trade-off ）によ って求められる。乙乙
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で，アロカティブ効果とは民営化による能率の変化を意味し，分配効果とは

民営化によって発生する所得変化の効果である。乙乙で，分配効果はさらに

厚生効果と netput効果に分けられ，n巴tput効果もまた消費効果と投入物

代替効果に分けられる。かくして，民営化によって発生するすべての効果は，

次のように整理する乙とができる。

図1 民営化の効果

民営化の効果 「 アロカティブ効果

」 分配効果（A) 「 厚生効果（＝社会的厚生効果）（＋）

」 netput効果「消費効果（＋）

L投入物代替効果（ー）

以下では，図 lの各効果の内容について簡単にふれる乙とにする。

①まず，アロカティブ効果は，民営化による能率の変化 θZo／θ0 と民

間セクタ一株主に配当金として支払われる利潤の増加 IIe > 0 Kよって決
定される。アロカティブの観点からみると， θZo／ δtJ>IT e Iとなる乙と，

つまり民営化によって発生する能率改善効果が利潤効果を上回る限り，当該

港湾事業を民営化する方が望ましい。乙の場合，港湾事業を民営化すると，

利潤（経済性）の増加と社会的厚生（公共性）の増大をもたらす。つまり，

乙の場合には，民営化を実施する乙とによって「経済性Jと「公共性」が共

に向上するのである。

①分配効果とは，売却される株式に対する配当金として支払われる純所得

が，社会的厚生に与える影響（効果）を意味する。乙の分配効果は（19）式の

A Kよって測定される。そ乙で，分配効果の観点からみて A>O となれ

ば，港湾事業を民営化する方が望ま しい乙とになる。

乙乙において， A の経済的意味について検討を加える。 A は，前述の(19)

式で示したように，個人所得の変化によって生ずる社会的厚生の変化を意味

する。（19）式のうち， rh の増加は二つの面において社会的厚生に影響を与

える。lつは， (19）式の右辺の第 1項lとみられるように， r h の増加は効用

を増加させ，その結果として社会的厚生を増加させる。乙の社会的厚生の変
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化乙そが，所得変化によって生ずる限界的社会的厚生の増加分である。もう

lつは，個人所得の変化によって生ずる，生産物lζ対する需要と投入物に対

する供給の変化分であり，（19）式の右辺の第2項によって示されている。所得

変化によって発生する追加的需要および供給の変化分は他の企業には影響を

与えず， 「民営化企業jだけに影響を及ぼす。なぜなら，他の民間企業の

net put k対する需要・供給は所得 rの関数ではなく，価格 P のみの関

数であるのに対して「民営化企業」の netput lζ対する需要・供給は，価格

Pの関数であるのみでなく，所得 rの関数でもあるからである。したが

って，民営化企業の利潤が変化すれば，社会的厚生も変化するのである。

次lζ，（19）式の右辺の第2項の符号は（＋）にもなり，ト）にもなる。乙の項目

の符号が（＋）になるか，それとも（ー）になるかは，消費効果と投入物代替効果

との trade-off関係によって決定される。後述するように消費効果は常に

（＋）の値になるが，投入物代替効果は常に（一）の値になる。

a）まず，消費効果について考えてみよう。所得の増加は一般的に生産物

の消費を増加させる。つまり， θx ih／θr h＝θZ〆θrh> O となるから
消費効果はいつも（＋）になる。また，民営化企業の場合lζは独立採算制が要

求されるから，港湾料金が，港湾サービス生産の限界費用を下回る乙とはあ

り得なし、。したがって， (P; -C; ）孟O となり，（19）式の第2項は常lζ（＋）

の｛直になる。

b）次lとは，投入物代替効果について考えてみよう。投入物代替効果は常

にト）の値になる。なぜなら，所得の増加は投入物の供給量を減少させるか

らである。つまり，θXih／θr h＝θZ；／θr h> O となる（乙乙で， Z;

は投入物であるから，その符号は（ー）である）。また， (P；一C；）の中で p,

は要素価格であり， C;は限界変形率である。 「民営化企業」が利潤最大化

の原理に従っている場合には， (P;-C；） 三五O となる。その結果，投入物

代替効果は常iζト）の値になるのである。

以上のζとから理解されるように，所得変化による社会的厚生の変化（効

果） A は，限界的社会的厚生＝厚生効果（＋）と， 消費効期＋）の合計が，投入

物代替効果ト）を超えるととになるとき， （＋） となる。また，乙の場合，つま
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り， A が（＋）になる場合においてのみ，民営化の肯定的効果が現れるので，

そのときに港湾事業を民営化するのが望ましいといえる。

次lζ，最適民営化水準を考えてみよう。最適民営化水準はく図 ・J＞で示

したとおり，アロカティブ効果と分配効果との聞の trade-offkよって決

定される。まず，アロカティブ効果としては θZo／θ0言II8が考えられ

るし，分配効果としては Aミ0 が考えられる。乙のようなアロカティブ効
果と分配効果を考え合わせると表1のような組合せができあがる。

表 1 民営化の全体効果

アロカティブ効果 分配効果 民営化の全体効果

① θZ。／ θ8>IT e A> O ＋ 

② θZo／θ8＝目。 A> O ＋ 

① θZo／θ8 <II 8 A> O ？ 

＠ θZo／θ8 >II 8 A< O ？ 

⑤ θZo／θ8＝目。 Aく 0

＠ θZo／θ0くIT8 Aく O

⑦ θZo／θ8 >II 8 A=O  ＋ 

＠ θZo／θ8 = IT 8 A=  0 4惨

＠ θZo／θ0くII8 A=O  

注 1) ＋：民営化するのが望ましい。2）一 民営化しないのが望

ましい。 3).：さらなる民営化を行わないのが望ましい。

4) ？：一義的lζ決まらない。

表 lの中で， θ'lo／θ0は民営化による「能率改善効果」であり ，II8 

は民営化による「利潤効果」である。能率改善効果と利潤効果の大きさ

は民宮化の程度によって異なる。また，分配効果の中で， Aき0 の符号を
とる乙とができる。 A<O となるのは，港湾管理主体の株を高い価格 cs
=II)で販売するときに発生する。なぜなら，株価が S＝百 であれば(18）式
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で o=0 となり，そ ζで凶）式lζおいては， O= 0, TくO であり，

AくO となるからである。 A=O となるのは，株を中間価格 CS<SくII)

で販売するときに発生する。なぜなら，株価が SくSくEであれば， (18）式

で 0= 0, T弓 O となって， (20）式で A=O となるからである。 A>O

となるのは，株を低価格 CS=S）で販売するときに発生する。なぜなら，

株価が S=Sであれば， (18）式で r=O となり，（お）式においては T= 0, 

SくO となり， A>O となるからである。

したがって，①①⑦の場合は民営化を行い，＠の場合にはさらなる民営化

は行わないのが望ましし、。①＠⑨の場合は民営化を実施しないのがより望ま

しい。①④の場合には，アロカティブ効果と分配効果との大きさを比較して

民営化の当否が決定される。と乙ろで，乙の場合， o Zo／ θ0妻Ile.A量
O はどのようにして確認する乙とができるのであろうか。A の符号が正，

O，負の中のどちらになるかは前述したように株価による。分配効果の面に

おいて民営化が行われるための必要条件としては A孟Oでなければならな

い。A孟O となるためには，株価が高価格（s =II)でない条件が必要であ
る。また，アロカティブの面において民営化が行われるための必要条件は

θZo／θo >noである。と乙ろで， θZo／θ0主主 II8 となる条件を見つけ
るのは必ずしも容易な乙とではない。というのは， θZo／θ0 の大きさと

noの大きさの中でどちらが大きくなるかは民営化の水準によって決まるか
らである。

そ乙で，結論として，民営化を行うための必要十分条件は次の2つになる。

①株を高価格で販売しない乙と，つまり，株を中間価格および低価格で販売

する（部分民営化を一応実施する）。②その結果，能率改善効果と利潤効果

の大きさを比較する。そζで，前者が後者を上回る限り，民営化をさらに行

い，更なる民営化の程度を高める乙とによって発生する利潤効果が能率改善

効果をすべて吸収するときまで民営化を行い，利潤効果が能率改善効果を超

える乙とになれば民営化を実施しない方が望ましいという乙とになる。



港湾事業の民営化lζ関する理論形成 121 

4. 結びに

以上で，わが国の港湾事業の民営化lζ関する理論形成を行ったが，そ乙で

得られた結論は次の乙とであった。つまり，民営化によって得られるであ

ろう能率改善効果が利潤効果を上回る場合においてのみ，港湾事業の民

営化に取り組む乙とが望ましい，と。

民営化を民間セクターの導入であると考えるならば，最適民営化水準の決

定は次のように定式化する乙とも可能である。つまり，最初に港湾事業の民

営化（民間セクターの導入）を l%実施する乙とである。その結果，港湾事

業の効率性が高まり，それがよい経営実績として現れることになれば，民営

化の範囲を段階的に拡大する。そ乙で，今度は民営化の範囲を57ぢ実施する。

その結果，さらに効率性が高まり，より良い経営実績が実現すると，民営化

の範囲を再び拡大する。つまり，民営化によって，効率性が高まり，よい経

営実績が実現する限り，民営化の程度を拡大するのである。そ して， ある水

準の民営化lζ達すると，よい経営実績が実現されたために，民間セクターか

ら高い水準の配当金の要求が出て，それが港湾利用者の港湾料金を不当に高

くし，港湾利用による社会的厚生を損なう可能性が生ずるかも知れない。そ

のような場合lζは，むしろ民営化の水準を縮小するのが社会的厚生の向上に

つながる。したがって，民間セクターからの配当金の要求が，社会的厚生の

減少を引き起乙す可能性が現れる範囲まで民営化を実施する乙とか望ましく，

その場合の民営化の水準が「最適民営化水準」であるといえる。

と乙ろで，わが国の港湾管理者は株を発行・所有している（公）企業ではな

く，地方公共団体の一部局となっている。つまり，企業形態をとっていない

のである。したがって，以上で分析した民営化の理論を現実に直接適応する

ととが必ずしも容易ではないという問題がある。そ乙で，以上で分析した理

論を実際lζ適応するときには，上記で分析できなかった点をも考慮する必要

がある。例えば，民営化を民間諸力の導入と解釈する ζとも考えられる。乙

のように考えると，港湾事業の民営化とは，行政組織体が行っている港湾事業

を民間セクターに任せる乙とを意味する。換言すると，民間セクターを港湾

事業l乙導入させる乙とである。一例を挙げると，第3セクターの導入である。
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そ乙で，最適民営化水準が，もし50%であると判断されるならば，公共セ

クターと民間セクターの出資比率がそれぞれ50%1ζなるような第3セクター

を作り，当該第3セクターをもって港湾事業を遂行させる乙とである。乙の

ようにすると，行政組織体が行っていた港湾事業の半分が縮小する乙とにな

る。その代わり，民間諸力が導入される結果になる。その結果，港湾の運営

において「経済性Jが高まり，かっ港湾機能の「公共性Jも高められるので

ある。効率的な「港湾経営」は，乙のように行政組織体の役割をできるだけ

減らし，民間諸力を積極的に導入する乙とによって促進されるといえる。
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